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第3章　総　務　費
第１節　総務管理費

1　一般管理費
（1）人事管理事業
ア　採用及び退職	 （単位：人）

部　局　名

令
和
元
年
度
末

職
員
数

令和2年4月1日
職　員　数

令
和
2
年
度

中
の
異
動

令
和
2
年
度
末

職
員
数

令和2年4月1日
令和3年4月1日
職員数

令
和
2
年
4
月

1
日
と
の
比
較

令和3年4月1日
再
任
用

職
員
数

再
任
用
職
員
を
含

ん
だ
総
職
員
数

再
任
用

職
員
数

再
任
用
職
員
を
含

ん
だ
総
職
員
数採用 転任等 増減計 職員数 増減計 採用 採用 転任等 増減計 職員数 増減計 採用

市 長
事務部局

一般職員 624 18 △16 2 626 △14 612 25 651 21 △5 16 628 2 13 641
病院職員 455 53 △3 50 505 △33 472 5 510 43 0 43 515 10 6 521

市 議 会 事 務 局 8 0 0 0 8 0 8 0 8 0 △1 △1 7 △1 1 8
教育委員会事務局 74 5 △4 1 75 △6 69 5 80 4 2 6 75 0 3 78
選挙管理委員会事務局 3 0 0 0 3 0 3 0 3 0 0 0 3 0 0 3
監査委員事務局 4 0 0 0 4 0 4 0 4 0 0 0 4 0 0 4
農業委員会事務局 4 0 0 0 4 0 4 0 4 0 0 0 4 0 0 4
水 道 企 業 28 0 0 0 28 △2 26 0 28 1 1 2 28 0 0 28
下 水 道 企 業 0 0 16 16 16 0 16 0 16 1 △1 0 16 0 0 16
消 防 本 部 161 5 0 5 166 △5 161 0 166 5 0 5 166 0 1 167

合　計 1,361 81 △7 74 1,435 △60 1,375 35 1,470 75 △4 71 1,446 11 24 1,470

※　令和2年度中の異動は、令和2年4月1日から令和3年3月31日までの間に採用及び退職した者並びに異動
した者の合計です。

※　採用は、当該部局に配置された新規採用職員数で、医師及び指導主事の採用職員を含みます。
※　転任等は、採用及び退職を除く部局間等の異動によるものです。
※　再任用職員数は、フルタイム勤務職員数（短時間勤務は除く。）です。

イ　職員採用試験
　 職 　 　 種 　 受験者数（人） 採用者数（人） 倍　率　（倍） 日 程
一 般 事 務（ 大 卒 ） 82 13 6.3 A
一般事務（短大・高校卒） 25 2 12.5 B
学 芸 員 7 1 7.0 A
保 育 士 12 6 2.0 A
社 会 福 祉 士 5 1 5.0 A
土 木 技 師 1 1 1.0 A
保 健 師 1 0 ― A
歯 科 衛 生 士 5 1 5.0 A
助 産 師・ 看 護 師 34 22 1.5 4月・8月
薬 剤 師 1 1 1.0 4月
臨 床 検 査 技 師 1 1 1.0 4月
診 療 放 射 線 技 師 3 1 3.0 4月
理 学 療 法 士 8 1 8.0 4月
作 業 療 法 士 5 1 5.0 4月
言 語 聴 覚 士 1 1 1.0 8月
消 防 吏 員（ 大 卒 ） 16 3 5.3 A
消防吏員（短大・高校卒） 13 2 6.5 B
合 計 220 58 3.8
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（2）一般職の給料等
ア　平均給料（一般会計の職員）	 （令和3年1月1日現在）

区 分 人数（人） 平均給料（円） 平 均 年 齢

一 般 職 員
一 般 行 政 職 694 313,235 42歳0月
技 能 労 務 職 13 305,938 52歳0月
消 防 職 164 296,796 38歳2月

合 計 871 310,031 41歳5月

イ　退職手当支給状況（一般会計支出の職員）

区 分 人数（人） 退職時平均給料（円）平均在職年数 退職手当支給総額（円）平均支給額（円）
普 通 退 職 6 261,300 11年5月 25,704,548 4,284,091
応 募 認定退職 3 402,567 31年8月 65,467,210 21,822,403
定 年 退 職 20 427,725 37年6月 460,029,092 23,001,455

合 計 29

390,690 31年6月 551,200,850 19,006,926

内訳
一 般 会 計 負 担 分 525,730,486
水道事業会計負担分 19,566,936
病院事業会計負担分 5,903,428

※　企業会計（水道・病院）に在職期間のある職員の退職手当については、その在職期間に応じて、水道
事業及び病院事業の各会計で負担します。

（3）職員数の管理状況
職員数については、第1次富士宮市行政経営プランで定めた管理基準（平成29年4月1日現在の全ての職

員数（再任用短時間勤務、短期又は7時間未満勤務、病院部門及び配置基準のある職種（保育士、特別支
援学級支援員等）を除く。））に基づき管理しました。
事務事業の見直しを進めた結果、管理基準とした平成29年4月1日現在の職員数1,097人に対し、令和2

年4月1日現在の管理対象職員数は1,081人となりました。
なお、総人件費の推移は、普通会計における平成29年度の総人件費87億1,030万9,000円に対し、令和2

年度では84億3,494万円となりました。

人件費の比較（平成29年度と令和2年度との比較　普通会計）	 （単位：千円）

正規職員人件費 会計年度任用職員人件費 委 託 料 総人件費
平成 29 年度 7,238,052 1,108,847 363,410 8,710,309
令和 2年度 6,797,119 1,249,611 388,210 8,434,940
差（R2 − H29） △440,933 140,764 24,800 △275,369

※　委託料は、市の全ての事業に係る委託料ではなく、職員数の削減に結びついた業務委託料です。
※　正規職員人件費には、退職手当を含んでいます。

（4）職員表彰事業
表彰日　令和2年6月1日

ア　永年勤続表彰
20年勤続　9人

イ　有功表彰　該当なし
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（5）職員研修事業
地方公務員法第39条の規定による勤務能率の発揮及び増進のため、富士宮市職員研修規程及び富士宮

市人材育成基本方針に基づき職員研修を実施しました。
職員研修事業（会議研修会等負担金含む。）　8,793,195円

研修の種類 概 要 件数（件） 受講者数（人）

基本研修

（概要）各職階到達年に受講させる必修のもの
（実施状況）新規採用職員研修（前期（e-ラーニング・内部
研修）・後期・総合案内業務・市議会傍聴受付事務）、初級
職員研修、中堅職員研修、上級職員研修、上級Ⅱ職員研修、
主任研修、係長研修、管理者研修、再任用職員研修、会計年
度任用職員研修、公務員倫理研修、人事評価研修（評価者研
修（前期・後期）・目標達成度調整会議）

17 693

職場研修
（概要）所属長等が、所属職員に対して日常の執務を通じて
行うもの
（実施状況）各職場で通年実施

1 −

派遣研修

（概要）職員がその職務を遂行する上で必要な知識、技術等
を習得させることを目的に、研修機関等に職員を派遣し受講
させるもの
（実施状況）全国市町村国際文化研修所、一般社団法人日本
経営協会、富士市・富士宮市合同研修、公益財団法人21世紀
職業財団

13 66

専門研修

（概要）市行政需要の複雑かつ専門化に対処するため、主と
してその職務の専門的な知識、技術等の向上を図ることを目
的に実施するもの
（実施状況）保育士リーダー養成研修、保育士スキルアップ
講座、不当要求防止責任者研修、建物被害認定研修、法制執
務研修

6 175

特別研修

（概要）職員の自己啓発及び職員に必要な知識、技術等を習
得させることを目的に実施するもの
（実施状況）通信教育講座、キャリアデザイン研修、ハラス
メント防止研修、情報セキュリティ研修、普通救命講習、実
務基礎研修（文書編）、web会議説明会、web会議研修

7 1,125

その他の研修 （概要）上記以外の職員の資質向上を図るためのもの
（実施状況）メンタルヘルス研修 3 336

合　　　　　計 47 2,395
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（6）職員等健康診断事業
保健衛生事業の一環として健康診断等を実施しました。

ア　健康診断等の実施状況

名　　称 内　　　　容 受診対象者 正規職員 会計年度
任用職員

定期健康診断

血 液 学 的 検 査

全 員

◎ ○
生 化 学 的 検 査 ◎ ○
血 糖 検 査 ◎ ○
尿 検 査 ◎ ○
血 圧 検 査 ◎ ○
胸 部 Ｘ 線 検 査 ◎ ○
視 力 検 査 ◎ ○
聴 力 検 査 ◎ ○
身 体 計 測（ 身 長・ 体 重 ） ◎ ○
医 師 診 察 ◎ ○
便 潜 血 検 査

3 5 歳 以 上 の 者
◎ ○

腹 囲 測 定 ◎ ○
心 電 図 検 査 35歳以上の者及び血圧高値者 ◎ ○
眼 底 検 査 血 圧 高 値 者 ◎ ○
H C V 抗 体 検 査 39歳の者及び40歳以上の新規採用者 ◎
肝炎（HBs抗体・抗原）検査 B型肝炎ワクチン接種者 ○
麻 し ん 血 中 抗 体 検 査

消 防 職 員

◎ ○
風 し ん 血 中 抗 体 検 査 ◎ ○
水 痘 血 中 抗 体 検 査 ◎ ○
流行性耳下腺炎血中抗体検査 ◎ ○
喀 痰 （ 肺 が ん ） 検 査 4 0 歳 以 上 の 者 ○
前 立 腺 が ん 検 査 5 0 歳 以 上 の 者 ○

胃 検 診 胃 部 X 線 検 査
4 0 歳 以 上 の 者 ◎ ○
4 0 歳 未 満 の 者 ○ ○

婦人科検診 乳 が ん ・ 子 宮 が ん 検 査 30歳以上の偶数年齢の者 ○ ○

特 定 業 務
従 事 者
健 康 診 断

血 液 学 的 検 査

当直員及び消防、清
掃センター職員で深
夜業務に従事する者

◎ ◎
生 化 学 的 検 査 ◎ ◎
血 糖 検 査 ◎ ◎
尿 検 査 ◎ ◎
血 圧 検 査 ◎ ◎
視 力 検 査 ◎ ◎
身 体 計 測（ 身 長・ 体 重 ） ◎ ◎
医 師 診 察 ◎ ◎
聴 力 検 査 ◎ ◎
心 電 図 検 査

3 5 歳 以 上 の 者
◎ ◎

腹 囲 測 定 ◎ ◎

予 防 接 種
破 傷 風 ワ ク チ ン 接 種 消防、清掃センター等

職員で感染予防を要す
る業務に従事する者

○ ○

B 型 肝 炎 ワ ク チ ン 接 種 ○ ○

※　◎は必須項目、○は希望による項目です。
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イ　定期健康診断受診状況及び受診結果

区　分
受診対象者数
（人）
①

受診者数
（人）
②

受診率
（％）

受診結果内訳（人）
異常なし・
心配なし 経過観察 要検査・

要精密検査 要受診 要治療継続

正規職員 1,476 1,358 92.0 215 548 66 325 204
会計年度
任用職員 ̶ 662 ̶ 94 240 43 115 170

区　分
未受診者数
（人）
①−②

未受診理由内訳（人） 他受診者を含む
受診者数（人）
②＋③

他受診者を含む
受診率（％）人間ドック等

他受診③
育児、病気等
休暇中 その他

正規職員 118 90 13 15 1,448 98.1

ウ　メンタルヘルス対策
ア　職員カウンセリング事業　　　　　35件　15人
富士地区の3病院と契約し、職員の心の健康保持及び増進のため、カウンセリング事業を実施しました。

イ　職員ストレスチェック　　　　　1,397人
メンタルヘルス対策として全職員を対象に、ストレスチェックを実施しました。職員が自らのスト

レスの状況を把握し、メンタルヘルス不調を未然に防ぎ、働きやすい職場作りに繋げていきます。

エ　委　託

名　　　称 概　　　　　要 金額（円） 委託先 契約方法

職員定期健康診断
（共済組合負担）

（正規職員）
便潜血、心電図（35歳未満）、眼底、
HCV抗体、胃部X線検査

静岡県市町村
職員共済組合

職員定期健康診断
（所属所負担分）

（正規職員）
血液、生化学、尿、血圧、聴力、心電
図（35歳以上）検査

7,901,509 静岡県市町村
職員共済組合 随意契約

職員定期健康診断
（追加検査及び会
計年度任用職員分）

（正規職員）追加検査
胸部X線、B型肝炎、喀痰、前立腺が
ん、視力、身体計測（身長・体重）、医
師診察、腹囲（35歳以上）、聴力（35
歳未満）、血中抗体検査（麻しん、風
しん、水痘、耳下腺炎）（消防職員）
（会計年度任用職員）
血液、生化学、尿、血圧、胸部X線、
視力、身体計測（身長・体重）、聴
力、胃部X線検査、医師診察、心電図
（35歳以上）、腹囲（35歳以上）

14,401,431
公益財団法人
静 岡 県
予防医学協会

随意契約

婦 人 科 検 診 乳がん（30代超音波検査、40代以上マ
ンモグラフィ2方向）、子宮がん検査

3,336,190
公益財団法人
静 岡 県
予防医学協会

随意契約

377,300 共立蒲原総合
病 院 組 合 随意契約

成果等
定期健康診断の実施により職員の健康状態を把握するとともに、有所見である職員に対しては、受診勧

奨及び産業医や健康相談員による健康相談を行い、職員の健康保持増進を図りました。
また、未受診者については、人間ドック等の受診の勧奨及びその検査結果の提出を求め、要受診者には

再検査を依頼し、職員全体の健康管理を行いました。
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なお、会計年度任用職員は、年度中に6か月以上の雇用期間があり、かつ、勤務日数が週平均2.5日以上
ある希望者に対し実施しており、定期健康診断を希望しない者に対しては、人間ドックや地域健診等を受
け、健康管理するよう指導しました。

（7）例規・行政資料管理事業
ア　条例、規則等の公布及び公示状況	 （令和2年1月1日〜令和2年12月31日）

区 分 条 例 規 則 規 程 告 示 公 告
件 数 32 30 1 219 119

イ　条例、規則等の制定改廃状況	 （令和2年1月1日〜令和2年12月31日）

区 分 制 定 改 正 廃 止 合 計
条 例 4 28 0 32
規 則 2 27 1 30
規 程 0 1 0 1
合 計 6 56 1 63

（8）情報公開・個人情報保護制度運用事業
令和2年度の情報公開条例及び個人情報保護条例に基づく開示請求の実績は、次のとおりです。

情 報 公 開 条 例 個 人 情 報 保 護 条 例
全 部 開 示 部 分 開 示 非 開 示 不服申立て 全 部 開 示 部 分 開 示 非 開 示 不服申立て

1,281 184 7 0 19 1 0 0

（9）バス運行業務委託事業
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委託先 契約方法
公用バス運行業務 視察・研修等のバス借上げ　20台 1,006,830 清観光㈱ 随意契約（見積り合わせ）

2　文書広報費
（1）広報ふじのみや発行事業

広報ふじのみやは毎月1日に発行し、読みやすい紙面となるよう工夫しました。
また、広報ふじのみや別冊創宮を4回発行し、市政の課題や主要な事業の進捗状況などがわかりやすく

伝わるよう写真中心の紙面で構成しました。

（2）情報発進推進事業
多文化共生を意識した誰にでもわかりやすい情報を発信するため、やさしい日本語講演会を管理職等

を対象に開講しました。
そのほか、12部署12人の職員が全8回の検討会を重ね、市民に向けたやさしい日本語を使ったわかりや

すい情報発信について技術を習得しました。

成果等
やさしい日本語検討会で検証したちらし等は、成果物として実際に使用しました。
また、各課と連携して富士宮市の魅力を市内外に発信し、市のイメージアップや市への愛着心を育て

るＰRを行いました。
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市のイメージキャラクターさくやちゃんの活動として、YouTubeでのオンラインイベントへ出演し、富
士宮市の魅力をPRしたほか、事業者に対しさくやちゃんを使用したグッズの作製を呼びかけ、13種類の商
品が製品化されました。
また、写真や動画を使い、Facebook、Twitter、YouTube等の時代に即したSNS（ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス）を活用し、市内外に魅力を発信しました。

印刷製本

名　　称 規　格 数　　量 金額（円） 契約の相手方 契約方法
広 報 ふ じ の み や
（ 創 宮 を 含 む。） A4判 518,300部（月平均43,192部）

創宮は、6月、9月、12月、3月 14,212,759
北洋印刷㈱ 指名競争入札

広報ふじのみや総集版 A4判 70冊 86,856

（3）広聴事業
ア　市民アンケート
市政運営の参考とするため、18歳以上の市民2,700人を無作為抽出し、郵送方式による市民アンケー

トを実施しました。設問項目は「新型コロナウイルス感染症」「世界遺産のまちづくり」についてな
ど、9項目37問のアンケートを行いました。

イ　市長への手紙
市ホームページの専用フォームを用意し、また、公共施設に専用用紙を備え付け、広く市民から行

政に対する意見や要望などを聴きました。これにより、109件の意見又は提案がありました。（内訳
「電子メール」19件、「専用用紙」4件、「その他（専用用紙以外の封書等）」86件）

ウ　市へのお問い合わせ・ご意見
市ホームページの専用フォーム、電子メールなどにより寄せられる問合せや意見を受け付けまし

た。これにより、250件の問合せなどがあり、速やかな対応ができました。

成果等
市民アンケートについては、1,830人から回答があり、回答率は67.8％でした。集計結果は、広報ふじの

みやに概要を掲載したほか、調査結果報告書を公共施設に配置するとともに、市公式ウエブサイトに掲載
し、広く市民にお知らせしました。また、担当部署においては事業執行の参考としました。

（4）コミュニティFM放送広報事業
コミュニティFM放送（富士コミュニティエフエム放送株式会社−ラジオエフ）から行政情報を、富

士宮市の提供番組として放送しました。「富士宮市インフォメーション」では、市のイベント情報及び
市からのお知らせを、1回2分、月曜日から金曜日までの平日1日3回（朝・昼・夕）放送しました。この
うち金曜日の昼の放送は、市職員などが電話で出演する5分間の生放送番組とし、より親しみやすくタイ
ムリーな情報提供を行いました。
また、「みんな集まれ！学校スクープ」では、毎週日曜日に小中学校の児童・生徒が学校の話題等を

放送するとともに、毎週金曜日放送の高齢者の福祉・健康等の話題を発信する「ときめき倶楽部」をス
ポンサーとして後援しました。
委　託
名 称 概 要 金　 額（ 円 ） 委 託 先 契約方法

コミュニティFM放送
広 報 業 務 市政情報の発信 3,960,000 富士コミュニティ

エフエム放送㈱ 随意契約
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（5）ホームページ発信事業
ア　市公式ウェブサイトの運用
市公式ウェブサイトでは、富士宮市の情報を発信し、市民の利便性を向上及び全国に富士宮市の特

色ある施策や観光資源をPRしました。
発信する情報は、各部署でコンテンツ・マネジメント・システム（CMS）により作成及び更新し、

サイト全体の管理は情報発信課が行いました。スマートフォン、タブレット端末等での閲覧に対応す
る機能のほか、外国語自動翻訳機能により、英語・中国語（簡体字・繁体字）・韓国語・スペイン
語・ポルトガル語・ベトナム語に対応しました。また、音声読み上げ機能により、視覚障がいのある
方も市公式ウェブサイト内の情報が分かるようにしました。
市公式ウェブサイト全ページのアクセス数は、719万8,369件で、バナー広告による広告収入は、132

万円でした。
イ　富士山ライブカメラ事業
「世界遺産富士山のまち」富士宮市を市内外にPRするため、市役所庁舎7階に設置したライブカメ

ラを保守管理しました。ライブカメラの映像をホームページ上で公開することにより、いつでも富士
山の姿を見ることができます。
アクセス数は、9万4,755件でした。

（6）防犯灯管理整備事業
防犯灯設置費補助及び電気料助成
市民生活の安全の確保及び犯罪のない明るいまちづくりを推進するために、各自治会（区・町内会・班）

が行う防犯灯の新設・取替え及び維持管理している防犯灯の電気料に対して、補助金を交付しました。
防犯灯設置費補助については、補助対象をLED型防犯灯に限定し、新設だけでなく、既存蛍光灯型防

犯灯のLED型防犯灯への取替えも補助対象としています。
補助金額は、1灯につき1万8,000円を上限とし、あわせて、専用ポールを建てる場合には、1万円を追

加補助しました。

種 別 灯　　　数　　（灯） 補 助 金 額（ 円 ） 備 考
防犯灯設置費補助 1,686 30,418,000 18,000〜28,000円／灯
防犯灯電気料助成 12,036 12,036,000 1,000円／灯

成果等
電気料等を助成することにより、防犯灯の設置を促進し、地域住民の安全確保及び明るいまちづくりに

努めました。また、LED化を進めることで、電気料の削減につながりました。

（7）防犯まちづくり推進事業
ア　防犯まちづくり出前講座の開催

開　催　日 開　催　場　所 受　講　対　象　者 受講人数（人）
令和2年 7月17日 西富士中学校 西富士中学校生徒 10
令和2年 8月 7日 二の宮公会堂 地元高齢者 20
令和2年10月30日 西富士中学校 西富士中学校生徒 14
令和2年11月12日 富士根北公民館 地元高齢者 25

成果等
防犯まちづくり出前講座は計4回実施し、69人が受講しました。講座の内容は、振り込め詐欺被害防止対策、
家庭における防犯対策等で、特に被害に遭いやすい高齢者に対して、防犯意識の高揚を図ることができました。
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イ　防犯まちづくり推進講座
地域防犯活動の裾野を広げることで、市民による自主的な防犯活動を促進し、地域の安全確保及び

防犯意識の高揚を図ることを目的に防犯まちづくり推進講座を開催しました。なお、受講者について
は各区長から推薦をいただき、54人を受講対象としました。

開催日 開催場所 内 容 講 師

令和2年11月10日 市役所会議室
・開講式
・富士宮警察署管内の身近な
　犯罪を知ろう
・地域防犯のコツについて

富士宮警察署生活安全課
　長野文哉　警部補
静岡県防犯まちづくりアドバイザー
　船山惠子

令和2年12月2日 市役所会議室 実技「地域を歩いてみよう」

静岡県防犯まちづくりアドバイザー
　船山惠子
静岡県防犯まちづくりアドバイザー
　白石裕一
富士宮防犯協会防犯指導員
　堀水利恵

成果等
受講者は防犯対策、防犯情報及び警察の活動状況について理解を深めることができました。さらに、地

域における防犯活動の事例紹介及び防犯点検を行ったことにより、防犯意識の向上につながりました。

ウ　通学路防犯カメラ設置補助事業
安全・安心なまちづくりのため、令和2年度から令和4年度までの3年間で重点的に通学路に防犯カメ

ラを設置する自治会に対して補助金を交付しました。
補助金は、通学路を撮影する防犯カメラの購入・設置にかかる経費の2分の1で、1台15万円を上限と

し、1自治会当たり2台を限定としました。なお、市が補助する金額の2分の1を県が補助しました。

設　置　区 台　数（台） 補助金額（円） 県補助金（円）
12 15 1,807,000 902,000

3　市民相談費
市民相談事業
（1）市民相談等

市民の日常生活における悩み事相談、弁護士等の協力による法律的な諸問題の相談等、広範囲にわた
る各種相談を実施しました。	 （単位：件）
名 称 相談件数 相 談 内 容

市 政 相 談 219 保健福祉部57、環境部52、都市整備部26、市民部24、産業振興部18、財政部7、
水道部2、教育委員会2、企画部9、総務部6、その他16

一 般 相 談 1,802 相続・贈与412、婚姻・親族227、金銭貸借113、相隣96、労働119、契約52、
借地・借家63、税46、不動産売買30、福祉31、登記35、その他578

弁護士相談 111 婚姻・親族19、損害賠償11、相続・贈与7、契約13、金銭貸借10、借地・借家15、
相隣8、建築2、労働3、刑事事件2、不動産売買5、交通事故1、その他15

司法書士相談 30 相続・贈与18、登記3、金銭貸借3、不動産売買1、親族関係1、その他4
税 理 士 に
よる税務相談 36 相続9、税務申告10、贈与4、不動産売買5、その他8

外国人相談 5,452
所得・納税証明等申請583、医療・予防接種384、在留資格319、
学校教育270、市営・県営住宅298、福祉309、市税・県税・国保税311、
国保・社保321、求職・内職・求人274、保育園入所申込230、厚生年金・国民
年金関係208、その他1,945
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（2）陳　情
陳情を通して寄せられた意見、要望等については、これを市政に反映させるよう努めました。なお、

陳情は3件ありました。

4　財政管理費
地方公会計整備促進事業
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法
令和2年度富士宮市
財務書類作成等業務

固定資産情報の調査及び財務書
類の作成 3,760,350 LPAパートナー㈱ 随意契約

成果等
総務省から示された地方公会計における統一的な基準に基づき、発生主義・複式簿記による財務書類を

整備し、公表することに加え、各種指標について経年比較及び類似団体比較を行い、財務状況の透明性及
び健全性の確保に努めました。

5　財産管理費
（1）一般諸経費

建物火災保険に係る保険契約等
ア　建物総合損害共済契約

契 約 の 相 手 方 加 入 物 件 件 数 棟 数 共済責任額（円） 共済基金分担金（円）
公益社団法人全国市有物件災害共済会 市庁舎ほか 306 845 6,389,054,000 6,727,965

イ　自動車損害共済契約

契 約 の 相 手 方 台 数 共 済 基 金 分 担 金（ 円 ）
公益社団法人全国市有物件災害共済会 232 3,508,144

ウ　自動車損害賠償責任保険契約

契 約 の 相 手 方 台　 数（ 台 ） 保　 険　 料　（ 円 ）
民間保険会社 18 332,670

（2）庁舎維持管理事業
ア　委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契 約 方 法
庁 舎 清 掃 業 務 本庁の清掃 14,520,000 ㈱ダスキン富士宮 指名競争入札

庁舎当直警備業務 本庁の当直警備 5,227,200 太平ビルサービス
㈱ 静 岡 支 店 指名競争入札

庁舎機械警備業務 本庁の機械警備 459,360 綜合警備保障㈱ 随 意 契 約
庁舎設備管理及び建築
物環境衛生管理業務

本庁の電気、空調等の日常運転及び
ビル管理法に基づく環境衛生管理 22,440,000 ㈱静岡セイコー 指名競争入札

庁舎乗用エレベー
ター保守点検業務

エレベーター５基の保守
点検 5,847,600 東芝エレベータ㈱

静 岡 支 店 随 意 契 約
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イ　工　事
名 称 工 種 ・ 概 要 金額（円） 受 注 者 契 約 方 法
富士宮市庁舎照明器具
LED化工事

LED一体型照明器具	
(システム天井用）405台 19,140,000 ㈱富士宮電気 公 募 型 指 名

競 争 入 札
庁舎無停電電源装置等
更新工事 無停電電源装置の更新 64,878,000 ㈲堀水電気 事後審査型制限付

き一般競争入札

庁舎高架水槽更新工事 高架水槽の更新 24,090,000 ㈱山桂 公 募 型 指 名
競 争 入 札

令和 2・3年度富士宮
市役所庁舎長寿命化工事
（高層棟工区）

庁舎高層棟屋上の防水及び
外壁修繕 30,569,000 ㈱大石組 事後審査型制限付

き一般競争入札

成果等
照明をLED化させたことで、消費電力を削減し、温室効果ガス抑制及び地球温暖化対策の推進に寄与す

ることができました。
無停電電源装置及び高架水槽の更新工事を行うことにより、劣化の進んだ庁舎設備の維持保全を図るこ

とがきました。
高層棟工区について、令和2年度に実施した事業を令和3年度に継続します。

（3）公共施設等総合管理事業
短期保全計画
市有建築物の長寿命化と中長期的な保全費用の平準化を図るため、対象施設の現地調査を実施し、工
事優先度を付けた短期保全計画（令和2年度〜令和4年度）を策定しました。

事　業　年　度 令和2年度（決算） 令和3年度（計画） 令和4年度（計画）
金　額（円） 件数 金　額（円） 件数 金　額（円） 件数

公共建築物長寿命化計画対象事業 工 事 766,541,990 16 1,174,683,000 10 1,062,991,000 13
設計委託 34,705,000 4 33,260,000 5 20,950,000 3

市営住宅長寿命化計画対象事業 工 事 67,771,000 2 55,020,000 2 164,160,000 3
年	度	別	事	業	費	計 869,017,990 22 1,262,963,000 17 1,248,101,000 19

成果等
令和2年度において、公共建築物長寿命化計画対象事業では、16件（事業費766,541,990円）の工事、4件

（事業費34,705,000円）の設計委託を実施し、市営住宅長寿命化計画対象事業では、2件（事業費67,771,000
円）の工事を実施した結果、劣化の進んだ公共施設の維持保全を図ることができました。

（4）国・県補助市有林管理事業
森林環境保全直接支援業務

委　託
名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

市有林小屋坂人工造林・
防 護 柵 設 置 業 務

造林　A＝2.33ha
ひのき　6,990本
防護柵延長　722m

5,101,800 富士森林組合 指名競争入札

6　企画費
（1）総合計画・実施計画策定事業

本市が目指す将来都市像の実現に向けた第5次富士宮市総合計画前期基本計画が令和2年度で終了する
ことから、本市を取り巻く社会情勢や市民ニーズの変化に対応するため、第5次富士宮市総合計画後期基
本計画の策定に着手しました。
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なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、策定期間を1年延長し、前期基本計画を令和3年度ま
での6年間とし、後期基本計画を令和4年度から令和7年度までの4年間としました。
本事業は、令和3年度に繰り越して実施します。

委　託
名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

令和元・2年度第5次富士宮市総
合計画後期基本計画策定業務

第5次富士宮市総合計画
後期基本計画の策定 4,150,000 ランドブレイン㈱

静岡事務所 指名競争入札

成果等
新型コロナウイルス感染症がもたらす住民意識の変化やまちづくりに対する新たな考え方を把握するた

め、地区別懇談会及び関連組織別懇談会を開催し、コロナ禍における現状及び課題を把握しました。
また、中学生会議及び高校生会議を開催し、若い世代の意見を聞くとともに、市政への参画意識を高め

ることができました。

（2）総合戦略推進事業
富士宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略が令和2年度に終了することから、これまでの地方創生の取

組状況を評価検証の上、引き続き活力ある地域社会の実現及び東京一極集中の是正の推進を図るため、
第2期富士宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に着手しました。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、市の最上位計画である第5次富士宮市総合計画後期基

本計画策定を延長することを受け、総合戦略においてもその方針を反映させる必要があることから、策
定期間を1年延長しました。
本事業は、令和3年度に繰り越して実施します。

委　託
名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契 約 方 法

第2期富士宮市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略策定支援業務

第2期富士宮市まち・ひと・
しごと創生総合戦略の策定 2,710,000 ランドブレイン㈱

静岡事務所 随意契約

成果等
第2期富士宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定に向けて、基礎調査、人口減少に関する市民アン

ケートを実施し、市民ニーズをまとめました。

（3）地域間交流事業
北部・芝川地域と街中の商店街が、出張販売などの買い物を通じて交流し、双方の活性化を図りました。
委　託
名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

地域支援サービス出張商店街
プロジェクト業務

商店街の商品の出張販売、市内
商業施設野外スペースを活用し
た特別開催等

4,313,232 企業組合富士宮・
食のひらめき会 随意契約

成果等
新型コロナウイルス感染症の状況に応じ、当初の計画を変更し、通常開催を4会場で5回開催しました。

また、市内北部にある商業施設の野外スペースにて特別開催を実施し、世代を問わない内容のワーク
ショップ等を開催し、多世代交流や地域活性化につなげました。

（4）地方創生に向けた SDGs 推進事業
人々が安心して暮らせる持続可能なまちづくりと地域の活性化を実現させるため、本市のSDGsの取組
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を「富士山SDGs」と位置付け、専門家による市職員向け研修を実施したほか、小・中学生や市民向けに出
前講座の開催、静岡県立大学ゼミとの連携による市内事業者の取組状況の調査をオンラインで行いました。

成果等
職員や市民への普及啓発及び本市の地域課題の解決に向けたSDGs未来都市モデル事業の研究を進めました。

（5）ふじのみや寄附金事業
ふじのみや寄附金を受納し、寄附していただいた市外在住の方を対象に返礼品を贈呈しました。
　ふじのみや寄附金受納額　9万4,827件　15億9,431万6,052円
　　　　　　　　　　　	（他費目含む合計　9万4,851件　16億1,043万7,052円）
　返礼品贈呈等経費合計	 6億227万1,270円
　返礼品数　約380品

委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法
さとふるによる寄附受付に
関する業務

ふるさと納税ポータルサイト
｢さとふる」による寄附の受付 30,446,724 ㈱ さ と ふ る 随意契約

（1者見積）

成果等
市外在住の方から、多くのふじのみや寄附金を受納するとともに、返礼品の贈呈を通じて、本市の産業

や特産品、体験プログラムを全国に発信しました。
また、効果的なプロモーション手法の一つとして、ふるさと納税寄附者に対し、首都圏シティセールス

事業と連携して富士宮市LINE公式アカウントへの登録を促すキャンペーンを実施し、ふるさと納税をきっ
かけとした関係人口の創出につなげました。

（6）首都圏シティセールス推進事業
平成28年度に策定した首都圏シティセールス戦略指針に沿って、事業の展開を図りました。

委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

地域資源を活用したワーケー
ション推進業務

モニターツアー及びキャン
ペーンの実施、特設ウェブサ
イトの制作

2,992,000 チームラボセールス㈱ 随意契約

テレワーク推進に向けた調査
業務

テレワークに係る市内のコン
テンツ調査、分析、整理 2,992,000 ㈱wondertrunk&co. 随意契約（見積り合わせ）

成果等
富士宮ならではのワーケーションモニターツアーを実施するとともに、その様子や体験記を掲載した特

設ウェブサイトを制作し、同サイトで展開したキャンペーンを通して、広く周知しました。また、富士宮
市の豊かな資源を活用したワーケーションを含むテレワーク推進のため、これに係る市の資源の把握や分
析、ニーズ調査を行い、テレワーク推進の考え方や方向性を整理しました。

（7）移住・定住促進事業
コロナ禍の中、遠隔地からの移住相談に対するオンライン窓口の開設やオンライン移住相談会への出

展による移住情報の提供、移住定住ポータルサイトの充実、定住推進団体との連携により、移住者の受
入れを図りました。
　県外からの移住者の受入れ　　　　　　　　25世帯67人
　　うち定住推進団体への移住　猪之頭地区　 3世帯10人
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　　　　　　　　　　　　　　　青木平地区　 1世帯 3人
　移住定住奨励金の交付　　　　　　13世帯　1,150万円
　移住者首都圏通勤支援助成金　　　 3世帯　20万8,000円

成果等
これまでの定住推進地区への移住に加え、オンラインによる移住相談窓口を開設し、コロナ禍での移

住・定住の促進を図りました。

（8）世界遺産のまちづくり推進事業
富士山世界文化遺産富士宮市行動計画及び世界遺産のまちづくり整備基本構想の推進に係る各種事業

を実施しました。
富士山本宮浅間大社周辺整備計画の事業対象用地の取得に向けて用地交渉を継続するとともに、一部

土地について相続財産管理人制度を活用し、用地取得のための手続を進めました。また、富士山本宮浅
間大社西側市有地整備事業については、整備事業者である㈱江戸屋本店との緊密な連携のもと建設工事
着手に向けて打合せを進めました。
白糸ノ滝売店集約化用地の整備完了と第1期移転店舗の営業開始を記念して、世界遺産富士山ライト

アップ〜白糸ノ滝〜を令和2年11月20日から11月24日まで開催しました。開催に際しては、新型コロナウ
イルス感染拡大防止対策に万全を期す中、約1万人の来場がありました。
世界遺産富士山の周知活動として、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用し、効

果的な情報発信、タイアップ事業を実施するとともに、世界遺産富士山シールラリーの対象を静岡県民
と山梨県民に限定した上で、台紙とシール配布場所に山梨県立富士山世界遺産センターと道の駅なるさ
わを加え、事業の充実を図りました。また、市民を対象とした世界遺産めぐりについても、定員や行程
を見直すなど、コロナ禍においても工夫をし、事業を実施しました。

（9）光ファイバ網整備事業
市内の光ファイバ網未整備地域における光ファイバ網を整備した事業者に対して、補助金を交付しました。
委　託

整 備 地 域 交 付 先 補 助 金 の 種 類 金額（円）
柚野地域 西日本電信電話㈱静岡支店 利用促進支援事業 6,556,000

上井出・白糸・猪之頭地域 西日本電信電話㈱静岡支店 利用促進支援事業 57,450,000

（10）女性の活躍推進事業
子育て世代などに向けた講座の開催や、身近なコンビニエンスストアを活用した子育て支援施策を実施す

るとともに、母親が社会とのつながりを持てる環境設備に取り組みました。
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法
妊娠出産子育てシェアサ
ポート事業

妊娠期や子育て世代向けの各種講
座の開催等 3,000,000 NPO法人母力向上

委員会
公募型プロ
ポーザル方式

ふじのみやベビーステー
ション事業

コンビニエンスストア等を活用し
て子育て支援 3,000,000 NPO法人母力向上

委員会 随意契約

ハハラッチ事業 講座を受けた母親記者が市の魅力
を情報発信 2,000,000 NPO法人母力向上

委員会 随意契約

成果等
講座やイベントの開催を通して、妊娠・出産・子育てをプラスにするきっかけの場を提供することができ
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ました。また、累計で市内54店舗のコンビニをふじのみやベビーステーションとして認定登録しました。
ハハラッチ事業は、市公認の34人の記者が母親目線で市の魅力を専用ホームページで発信し、シティ

セールスの役割を担うとともに、子育て中の女性の活躍にも寄与することができました。

7　出張所費
（1）施設維持管理費
ア　委　託

名 称 概 要 金 額（ 円 ） 委 託 先 契約方法
芝川会館清掃業務 会館の日常・定期清掃 2,849,000 ㈱カンザイ 指名競争入札

イ　工　事

名 称 概 要 金 額（ 円 ） 受 注 者 契約方法

北山会館耐震補強工事 耐震補強、外壁塗装、
屋上防水等工事 49,984,000 宮鉄建設㈱ 公 募 型

指名競争入札

（2）白糸会館建替事業
工　事

名 称 概 要 金額（円） 受 注 者 契 約 方 法
令和 2年度
白糸会館建設工事
（造成工事）

白糸会館の建設地の造成 40,700,000 無双建設㈱ 公募型指名競争入札
（7者）

令和 2年度
白糸会館建設工事
（建築工事）

白糸会館の建築 227,260,000 無双建設㈱
事後審査型制限付き
一般競争入札
（6者）

令和 2年度
白糸会館建設工事
（機械設備工事）

白糸会館の機械設備の設置 49,907,000 ㈱小野田総合設備
事後審査型制限付き
一般競争入札
（4者）

令和 2年度
白糸会館建設工事
（電気設備工事）

白糸会館の電気設備の設置 69,080,000 三和電気工事㈱
事後審査型制限付き
一般競争入札
（8者）

成果等
安全で地域の方々に親しまれ、利用しやすい新たな白糸会館の建替事業を行いました。

8　交通安全対策費
自転車駐車場管理事業
市内 5か所の自転車等駐車場施設内の清掃・設置物の維持管理及び自転車や原動機付自転車等を整理・整
頓することにより、利用者が安全・安心に使用できるようにしました。
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

自転車駐車場管理事業 施設内の清掃、樹木の剪定、自転
車等の整頓、設置物の維持点検等 2,705,700 公益社団法人富士宮市

シルバー人材センター
随 意 契 約
（見積り合わせ）

9　生活交通対策費
生活交通確保対策事業
（1）地方バス路線維持費補助金



−40−

交通弱者（高齢者等）にとって重要な交通手段であるバス路線を維持し、市民の公共交通を確保する
ため、不採算バス路線を抱えるバス事業者に、補助金を交付しました。
富士急静岡バス株式会社への補助金額　　3,451万6,000円（対象路線11系統）
山梨交通株式会社への補助金額　　　　　		479万7,000円（対象路線2系統）

成果等
民間バス路線を維持し、富士急静岡バス株式会社の路線で約19万2,000人、山梨交通株式会社の路線で約

1万9,400人の利用があり、地域の生活交通を確保しました。

（2）市営バス（宮バス）運行業務
市営バス運行事業者が安定運行及び利用者の安全確保のため、10月1日から芝川路線に座席数が18席と

なる市営バス車両を導入しました。
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

富士宮市市営バス運行業務 市営バスの運行及び
市営バス車輌の整備

36,227,069 富士急静岡バス㈱ 随意契約
28,040,340 信興バス㈱ 随意契約

成果等
中央循環は年間359日、5,280便を運行し、利用者は2万5,441人、東南循環は年間249日、1,494便を運行

し、利用者は5,870人、北循環は年間249日、1,494便を運行し、利用者は1万2,484人でした。また、芝川地域
を運行するバスは年間310日、5,580便を運行し、利用者は、芝富線3,446人、稲子線2,851人、香葉台線5,128
人、稗久保線7,253人であり、学生・高齢者をはじめ多くの市民の生活交通を確保しました。

（3）デマンド型乗合タクシー（宮タク）運行業務
市内の広い地域を9つのエリアに分け、生活交通を確保するため、デマンド型乗合タクシー（宮タク）

を運行しました。

委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

富士宮市デマンド型
乗合タクシー運行業務

山 宮 エ リ ア 3,772,070 第 一 交 通 ㈲

随意契約

山 本 エ リ ア 820,063 岳 南 自 動 車 ㈱
安 居 山 エ リ ア 381,285 ホンダタクシー㈱
上 野 エ リ ア 1,478,165 ホンダタクシー㈱
南 部 エ リ ア 40,800 ホンダタクシー㈱
富 士 根 エ リ ア 1,282,858 富 士 宮 交 通 ㈱
北 山 エ リ ア 2,121,315 ㈱ 須 走 タ ク シ ー
北 部 エ リ ア 1,170,665 ㈱ 須 走 タ ク シ ー
内 房 エ リ ア 182,214 ミヤマタクシー㈱
合 計 11,249,435

成果等
山宮エリアは1,477台運行し2,343人、山本エリアは1,287台運行し2,020人、安居山エリアは377台運行し

466人、上野エリアは641台運行し872人、南部エリア79台運行し87人、富士根エリアは965台運行し1,909
人、北山エリアは960台運行し1,135人、北部エリアは513台運行し713人、内房エリアは130台運行し160人
の利用があり、地域の生活交通を確保しました。
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10　市民活動支援費
（1）地域交流拠点施設整備事業
ア　委　託

名 称 概 要 金額（円） 受 注 者 契約方法
令 和 2 年 度（ 仮 称 ） 富
士 宮 市 富 士 根 南 交 流
セ ン タ ー 設 計 業 務

（仮称）富士宮市富士根南
交流センターの基本設計及
び実施設計

19,195,000 ㈱池田建築設計事
務所三島事務所

指名競争入札
（13者）

令和 2年度（仮称）富士宮
市富士根南交流センター建
設工事に係る地質調査業務

（仮称）富士宮市富士根南
交流センター建設予定地の
地質調査

3,839,000
不二総合コンサル
タント㈱
富士支店

指名競争入札
（12者）

令 和 2 年 度（ 仮 称 ） 富
士宮市富士根南交流セ
ンター建設に伴う下水
道管管渠測量設計業務

（仮称）富士宮市富士根南
交流センター建設予定地ま
での下水道管管渠のための
測量設計業務

2,365,000 東海技術開発㈱ 指名競争入札
（10者）

成果等
（仮称）富士根南交流センターの建設に向けて、地域住民による建設検討委員会での意見を取り入れた

整備構想を基に基本設計・実施設計（案）を作成しました。今後、用地取得業務の進行状況により、設計
内容を確定します。

イ　工　事

名 称 概 要 金額（円） 受 注 者 契約方法

令和元・2 年度（仮称）
富士宮市富丘交流セン
ター建設工事（建築工事）

（仮称）富士宮市富丘交流
センターの建築 426,360,000 ㈱三与建設

事後審査型
制限付き一
般競争入札
（5者）

令和元・2年度（仮称）富
士宮市富丘交流センター
建設工事（電気設備工事）

（仮称）富士宮市富丘交流
センターの電気設備の設置 81,620,000 ㈱伊藤電気工事

事後審査型
制限付き一
般競争入札
（7者）

令和元・2年度（仮称）富
士宮市富丘交流センター
建設工事（機械設備工事）

（仮称）富士宮市富丘交流
センターの機械設備の設置 65,450,000 ㈱小野田総合設備

事後審査型
制限付き一
般競争入札
（2者）

成果等
（仮称）富丘交流センターの建設地について、前年度に引き続き建設工事を実施し、令和3年1月に竣工

しました。

ウ　備品購入費

名 称 概 要 金額（円） 受 注 者 契約方法
富士宮市富丘交流セン
タ ー 備 品（ 電 化 製 品 ）

施設内で使用する電化製品
の購入 1,606,000 ㈱ベストさいとう 指名競争入札

（8者）
富 士 宮 市 富 丘 交 流
セ ン タ ー 備 品（ フ
リースペース等備品）

図書コーナー及びフリース
ペース、ホワイエで使用す
る家具の購入

2,717,000 ㈱エチゼンヤ 指名競争入札
（5者）

富士宮市富丘交流セン
タ ー 備 品（ イ ン フ ォ
メーションボード等）

施設内で使用するインフォ
メーションボードほかの器
具等の購入

7,590,000 ㈱市川家具
センター

指名競争入札
（5者）

富 士 宮 市 富 丘 交 流 セ
ン タ ー 備 品（ 会 議 室
テ ー ブ ル・ チ ェ ア 等 ）

施設内会議室で使用する
テーブル・チェアほかの購入 14,795,000 ㈱金指商会 指名競争入札

（5者）
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名 称 概 要 金額（円） 受 注 者 契約方法

富士宮市富丘交流セン
ター備品（事務室用備品）

施設内事務室で使用する
机・椅子・キャビネット等
の購入

1,408,000 芙蓉文具㈱
富士宮営業所

指名競争入札
（6者）

成果等
開館に向けて、利用者が使いやすい家具や器具を選定し、購入しました。

（2）富士宮駅前交流センター運営事業
指定管理者による管理

名 称 概 要 金額（円） 指 定 管 理 者
富士宮駅前交流センター運営業務 管 理 運 営 57,054,000 公益財団法人富士宮市振興公社

成果等
指定管理者による事業運営及び管理の下、第二中学校区の地区公民館としての機能充実を図りながら、

国際交流活動やNPO等の市民活動の支援を行いました。新型コロナウイルス感染症の影響により会議室な
どの施設の稼働率は27.0％と前年度に比べ減少し、それに伴い駐車場の利用状況も、1日平均75台と前年度
に比べ減少しました。
図書の貸出しは、1日当たり19冊の利用があり、前年度と同程度の利用がありました。

（3）大富士交流センター運営事業
指定管理者による管理

名 称 概 要 金額（円） 指 定 管 理 者
大富士交流センター運営業務 管 理 運 営 37,631,826 公益財団法人富士宮市振興公社

成果等
指定管理者による事業運営及び管理の下、大富士中学校区の地区公民館としての機能充実を図りなが

ら、地域の市民活動の場を提供しました。新型コロナウイルス感染症の影響により、会議室などの施設の
稼働率は28.5％、図書室の利用者数は、1日当たり27人、図書の貸出しは、1日当たり121冊といずれも前年
度に比べ減少しました。

11　国際交流費
（1）都市交流事業
ア　サンタモニカ市との交流事業
サンタモニカ市姉妹都市提携看板作成
姉妹都市提携45周年を記念して、外神東公園の看板をリニューアルしました。

成果等
新型コロナウイルス感染症の影響で45周年記念事業は実施できませんでしたが、看板をリニューアル

し、多くの市民に姉妹都市であるサンタモニカを知ってもらうことができました。

イ　台南市との交流事業
　相互展示コーナーの実施
両市の観光パンフレットやチラシを互いに提供し、それらを公共施設に展示しました。
展示期間　令和2年9月14日〜10月14日
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成果等
台南市の観光情報等を展示することで、市民への友好交流関係都市台南市の周知ができました。台南市

においても同様に展示が行われたことから、新型コロナウイルス感染症収束後に向けて、両市民の相互の
訪問意欲の高揚が図られました。

（2）市単独運営費補助金
富士宮市国際交流協会に対する補助
国際的な講座やイベントを通しての市民交流事業や外国籍市民への支援事業等の自主事業費、富士宮国
際姉妹都市協会等民間の国際交流団体への支援事業費等や運営費の一部を補助しました。また、国際交流
フェスティバルは新型コロナウイルス感染症の影響から、YouTubeを用いてオンラインで開催しました。
交付先　富士宮市国際交流協会
補助金　190万円

12　都市提携費
令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。

13　男女共同参画推進費
（1）男女共同参画推進事業

男女が共に個性と能力を十分に発揮できる活力ある社会の構築を目指し、男女共同参画に対する理解
を深めるための事業を実施しました。

ア　第3次富士宮市男女共同参画プランの推進
男女共同参画社会の形成について、総合的かつ長期的な視点に立ち、効果的に推進するため、庁内

組織である富士宮市男女共同参画推進会議を開催し、プランに掲げた主要施策の進行管理及び推進を
図りました。

イ　富士宮男女共同参画フォーラム
男女共同参画について幅広い市民への理解と啓発を目的に、男女共同参画センター利用団体で組織

した実行委員会への委託事業として実施しました。
令和3年2月2日から16日にかけて、総合福祉会館1階ふれあいロビーで、令和3年2月17日から2月24日

にかけて、市役所1階市民ホールで男女共同参画センター利用団体のパネル展示を行いました。

ウ　男女共同参画セミナー
男女共同参画社会の実現に向け「あなたらしく私らしく共に生き生きと輝ける社会を」というテー

マを受けて西アフリカ、ベナンでJICAの青年海外協力隊員として、衛生教育に貢献された女性と、人
権擁護委員として活動する女性などの講座を2回開催しました。受講者は79人でした。

エ　審議会等における女性登用促進
令和2年度の女性の審議会及び委員会への登用率については、目標値30パーセントに対し、実績は

26.3パーセントでした。
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（2）女性のための相談事業
女性が抱える様々な悩みについて男女共同参画の視点で対応し、傾聴、助言などを行うとともに、必

要に応じて他の専門相談窓口などの情報を提供しました。
　電話相談　217件　　面接相談　42件

（3）社会参画支援事業
出産・育児・介護等により一時休業している女性や自己のスキルアップを図る女性を対象に、仕事に

活かすパソコン講座（託児付き）を2講座、16回開催しました。受講者は19人でした。

14　工事検査費
（1）工事検査

富士宮市建設工事検査規程に基づき、完成検査、中間検査、部分払検査及び材料検査を次のとおり実
施しました。
1件130万円以下の検査は、富士宮市建設工事少額工事事務取扱要領により、成績評定点を付けずに

優・良・可の総合評価のみとしています。

ア　1件130万円を超える検査

工 事 担 当 課
完 成 検 査 既

済
部
分

中

間

部
分
払

材
料
製
造

材

料

修

補

総
検
査

件

数
件数
（件） 完成金額（円） 平 均

評定点
道 路 課 57 550,194,700 77.42 0 3 0 0 0 0 60
河 川 課 23 178,669,700 76.93 0 0 0 0 1 0 24
資 産 活 用 課 45 3,659,294,700 78.13 0 20 2 0 9 0 76
花と緑と水の課 5 39,600,000 79.62 0 0 0 0 1 0 6
水 道 工 務 課 40 729,021,700 75.37 0 2 0 0 1 0 43
下 水 道 課 11 159,038,000 77.28 0 0 1 0 1 0 13
建 築 住 宅 課 2 85,129,000 78.90 0 1 0 0 0 0 3
農 業 政 策 課 2 10,692,000 78.35 0 0 0 0 0 0 2
都 市 計 画 課 2 37,096,400 78.45 0 0 0 0 0 0 2
富士山世界遺産課 2 35,697,200 75.75 0 0 0 0 0 0 2
管 理 課 1 8,360,000 77.10 0 0 0 0 0 0 1
観 光 課 1 7,986,000 77.10 0 0 0 0 0 0 1
合 計 191 5,500,779,400 77.17 0 26 3 0 13 0 233

イ　1件130万円以下の検査

工 事 担 当 課
完 成 検 査

件数（件） 成 績 完成金額（円）優 良 可
道 路 課 47 0 47 0 44,415,800
河 川 課 42 0 42 0 43,277,300
資 産 活 用 課 1 0 1 0 1,045,000
花と緑と水の課 5 0 5 0 3,223,000
水 道 工 務 課 6 0 6 0 6,124,800
下 水 道 課 29 0 29 0 25,140,500
建 築 住 宅 課 1 0 1 0 962,500
農 業 政 策 課 14 0 14 0 11,032,560
富士山世界遺産課 3 0 3 0 3,062,400
合 計 148 0 148 0 138,283,860
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（2）設計審査
工事設計審査及び外部委託に係る設計審査を次のとおり実施しました。

工 事 担 当 課
建 設 工 事 委 託

件数（件） 審査設計額（円） 件数（件） 審査設計額（円）
道 路 課 12 463,746,800 13 131,500,000
河 川 課 2 167,222,000 1 12,056,000
都 市 整 備 課 0 0 3 24,112,000
資 産 活 用 課 29 2,319,416,000 9 150,452,500
花 と 緑 と 水 の 課 1 14,190,000 1 5,137,000
水 道 工 務 課 33 1,165,780,000 5 49,621,000
下 水 道 課 9 705,353,000 3 31,438,000
農 業 政 策 課 0 0 1 3,993,000
都 市 計 画 課 1 34,331,000 0 0
富 士 山 世 界 遺 産 課 1 43,769,000 2 9,493,000
合 計 88 4,913,807,800 38 417,802,500

成果等
低入札工事においても監督体制の強化の指導、査察等を実施した結果、全体的に通常入札と変わらない

工事の品質確保が図られました。

15　電子計算組織運営費
（1）電子計算組織運用事業
ア　委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法
平 成 28 年 度 導 入
インターネット接続用仮想
環境等機器一式保守業務

ネットワーク機器等の保守及
び運用支援 3,146,880 ㈱富士通エフサス

静岡東部支店 随意契約

電 子 計 算 機 プ ロ
グ ラ ミ ン グ 業 務

共同電算システム等のEUC対
応の支援等 8,976,000 ㈱データサービス

センター 随意契約

平 成 28 年 度 導 入 財 務
会計システム管理運用業務 財務会計システムの管理支援 2,869,240 富士通㈱静岡支社 随意契約

合 計 14,992,120

イ　電算機器等の借上げ状況

名 称 等 金 額（円） 契 約 の 相 手 方 契 約 方 法
平 成 28 年 度 導 入 出 先 機 関
VPN 接 続 用 機 器 一 式 2,901,744 NTT・TCリース㈱静岡支店 指名競争入札

平成 28 年度導入個人情報利用
事務用端末及び 2 要素認証装置 19,113,408 NTT・TCリース㈱静岡支店 指名競争入札

平成 28 年度導入インターネット
接 続 用 仮 想 環 境 等 機 器 一 式 27,730,512 富士通リース㈱静岡支店 指名競争入札

平成 27 年度導入各課配備パソコン
及 び 一 人 1 台 パ ソ コ ン 一 式 2,976,750 NECキャピタルソリューション

㈱静岡支店 指名競争入札

平 成 29 年 度 導 入 複 合 機 一 式 4,388,507 ㈱スワベ商会富士支店 指名競争入札
令 和 元 年 度 導 入 複 合 機 一 式 2,237,573 ㈱スワベ商会富士支店 随意契約
令 和 元 年 度 導 入 職 員
一 人 1 台 パ ソ コ ン 一 式 29,740,608 NTT・TCリース㈱静岡支店 指名競争入札
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名 称 等 金 額（円） 契 約 の 相 手 方 契 約 方 法
平 成 29 年 度 導 入 情 報 系
シンクライアント環境機器一式 8,276,256 NTT・TCリース㈱静岡支店 指名競争入札

平 成 3 0 年 度 導 入
住 基 系 用 パ ソ コ ン 一 式 3,302,208 NECキャピタルソリューション

㈱静岡支店 指名競争入札

平 成 3 0 年 度 導 入
情 報 系 AD サ ー バ 一 式 3,885,408 JA三井リース㈱静岡支店 指名競争入札

令 和 元 年 度 導 入 情 報 系
クライアント統制システム一式 2,051,280 NECキャピタルソリューション

㈱静岡支店 指名競争入札

令 和 元 年 度 導 入
住 基 系 パ ソ コ ン 一 式 7,708,800 NECキャピタルソリューション

㈱静岡支店 指名競争入札

合 計 114,313,054

ウ　負担金

名 称 概 要 金額（円）
令和 2 年度自治体情報
セキュリティクラウドの
共同利用に係る負担金

県及び県下35市町で共同利用する自治体情報セキュリティ
クラウドの負担金 6,204,132

合 計 6,204,132

（2）富士市及び富士宮市共同電算化事業
委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法
令和 2 年度第 2 期富士市
及 び 富 士 宮 市 共 同
電 算 化 事 業 業 務 委 託

第2期富士市及び富士宮市共同
電算化事業の対象となる業務シ
ステムの構築、運用維持管理費

493,064,052 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和2年度富士宮市介護保険
シ ス テ ム デ ー タ 標 準
レイアウト改版対応業務委託

マイナンバーによる情報連携
を行うためのデータ標準レイ
アウトの改版に伴う介護保険
システムの改修

7,716,500 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和 2 年度データ標準
レイアウト改版 GPRIME
福祉システム改修業務委託

児童手当に係る社会保障・税番号
制度情報連携に係るデータ標準レ
イアウトの改版に伴うシステム改修

7,260,000 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和 3 年度個人住民税
税 制 改 正 に 伴 う
MISALIO 改修業務委託

令和3年度個人住民税の税制改
正における給与所得控除等の
見直しに伴うシステム改修

12,430,000 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令 和 2 年 度 MISALIO・
M I C J E T 住 基
GW 改 修 業 務 委 託

デジタル手続法の改正に基づ
く「国外転出者のマイナンバー
利用に関する整備」に係るシス
テム改修

11,455,400 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和 2 年度検診医療機関
変更に伴うがん検診業務
に 係 る 健 康 管 理
システム改修業務委託

がん検診業務を委託する医療機
関が変更となったことによる健
康管理システムTIARAの改修

2,124,100 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令 和 2 年 度 富 士 宮 市
MCWEL 介 護 保 険 シ ス
テム法改正対応業務委託

介護保険制度の改正に伴う
MCWEL介護保険システム改
修業務

10,406,000 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和 2 年度介護保険制度
改正に伴う要介護認定
支援システム改修業務委託

介護保険制度の改正に伴う要
介護認定システム改修業務 3,271,400 西日本電信電話

㈱ 静 岡 支 店 随意契約

令和 2 年度税制改正等に
伴 う MCWEL 後 期 高 齢
システム改修業務委託

個人住民税の税制改正におけ
る給与所得・公的年金等控除
の見直しに伴う後期高齢シス
テム改修業務

8,230,750 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随意契約

合 計 555,958,202
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成果等
富士市及び富士宮市共同電算化事業で運用中の各システムに対して、自治体等で情報連携を行う情報提

供ネットワークシステムでの連携項目増設等に対応するシステム改修及び法改正に伴う制度変更に対応す
るシステム改修を実施し、確実な業務執行のための迅速な対応を行いました。

16　諸　費
（1）国・県支出金を伴う事業費補助金

自治会活動の拠点となる区民館等の地区集会所の整備に対して補助金を交付しました。
地域コミュニティ施設整備事業費補助金

種 別 件 数（ 件 ） 補 助 金 額（ 円 ）
地 区 集 会 所 修 繕 16 5,314,000
地 区 集 会 所 新 築 1 8,000,000

（2）各種補助金
コミュニティ活動に必要な備品整備に対する補助金を交付しました。

自治総合センターコミュニティ助成金

種 別 件数（件） 補助金額（円） 備 考
一 般 コ ミ ュ ニ テ ィ 助 成 1 2,500,000 備品整備

17　特別定額給付金給付事業費
特別定額給付金給付事業
国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（令和 2年 4 月 20 日閣議決定）」に基づき、基準日（令和
2年 4月 27 日）現在で富士宮市の住民基本台帳に記載されている住民に対し、1人につき 10 万円を支給しま
した。
（1）給付状況

項 目 給 付 対 象 給 付 済 給 付 率（%）
世	 	 帯（数） 57,245 57,025 99.6％
人 	 	 数（人） 131,883 131,637 99.8％
給付額（円） 13,188,300,000 13,163,700,000 99.8％

（2）委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

特別定額給付金申請書
等印字・封入封緘業務

申請書、返信用封筒等の
作成、封入封緘、申請書
出力プログラムの作成

4,695,278 トッパン・フォームズ
㈱ 沼 津 営 業 所

随意契約
（1者見積）

特 別 定 額 給 付 金
給付会場整理等業務

会場内の感染症対策や警
備の実施、来庁者の誘導 5,168,944 ㈲ フ ジ タ 産 業 随意契約

（3者見積）

労 働 者 派 遣 業 務 申請書処理、電話対応
窓口対応 8,769,164 ㈱ 東 海 道シグマ 随意契約

（3者見積）
特別定額給付金給付
システム導入業務

特別定額給付金給付シス
テムの導入、保守 29,865,000 ㈱ムサシ静岡営業所 随意契約

（2者見積）

成果等
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により影響を受けた家計に対して、感染拡大防止に留意しつつ、

簡素な仕組みで迅速かつ的確に支援を行うことができました。
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第2節　徴　税　費
賦課徴収費
固定資産税等賦課事業
委　託（事故繰越し分）
新型コロナウイルス感染症の影響により機器の輸送に遅れが生じ、年度内完了が日程上困難となったた

め、令和元年度分を次のとおり事故繰越ししました。

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

GIS一体型土地評価
システム導入業務

土地評価の一元化及び家屋評価と
の連携を確立するためにGIS一体型
土地評価システムを導入
（完了　令和2年5月）

40,411,800 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随 意 契 約

委　託（現年分）

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

GIS一体型土地評価
システム保守業務

土地評価の一元化及び家屋評価と
の連携を確立するために導入され
たGIS一体型土地評価システムの保
守経費

7,634,000 西日本電信電話
㈱ 静 岡 支 店 随 意 契 約

地籍図発行システム
改 修 委 託 業 務

令和3年3月でリースアウトする発
行機を新たに購入するに当たり
Windows10に対応するためにソフ
トウェア改修を実施

5,010,500 新生マイクロ
写 真 ㈱ 随 意 契 約

固 定 資 産 路 線
価 設 定 業 務

令和3年度固定資産税（土地）の評
価替えに伴い、市街地宅地評価法
に基づく各路線への路線価の設定
を行う。令和元年度及び令和2年度
の債務負担行為で実施

19,910,000 ㈱ パ ス コ
静 岡 支 店 指名競争入札

標準宅地不動産鑑
定業務（時点修正）

固定資産評価基準第1章第12節二の
規定に基づき、評価額に土地価格
の下落に伴う修正を加えるため、
標準宅地372地点について令和2年1
月1日から令和2年7月1日までの半
年間の修正率を求める。

4,501,200 静岡県不動産
鑑定協同組合 随 意 契 約

第3節　戸籍住民基本台帳費
戸籍住民基本台帳費
戸籍法、住民基本台帳法等に基づき、迅速で正確な事務処理に努め、市民サービスの向上を図りました。

１　戸籍
（1）本籍数及び本籍人口数（令和 3年 3月 31 日現在）

本 籍 数 本 籍 人 口 数

58,336 139,953人



−49−

（2）　戸籍届出事件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）	 （単位：件）

事件の種類 総 数
届 出 他 市 町 村

か ら 送 付本 籍 人 非 本 籍 人 計
出 生 997 535 187 722 275
死 亡 1,697 1,255 208 1,463 234
婚 姻 1,161 429 54 483 678
離 婚 362 240 8 248 114
養 子 縁 組 145 91 3 94 51
養 子 離 縁 65 45 3 48 17
入 籍 331 215 8 223 108
転 籍 559 370 2 372 187
そ の 他 406 293 15 308 98
合 計 5,723 3,473 488 3,961 1,762

2　住民基本台帳
（1）住民基本台帳人口及び世帯数（令和 3年 3月 31 日現在）

男 女 計 世帯数
64,927人

うち外国人（1,239人）
65,884人

うち外国人（1,118人）
130,811人

うち外国人（2,357人）
57,466世帯

うち外国人（1,468世帯）

（2）外国人住民基本台帳記載国籍別人数（令和 3年 3月 31 日現在）	 （単位：人）

国 名 人 数 国 名 人 数

ベ ト ナ ム 654 ス リ ラ ン カ 66

ブ ラ ジ ル 395 ミ ャ ン マ ー 59

中 国 340 タ イ 41

フ ィ リ ピ ン 244 ボ リ ビ ア 37

ペ ル ー 124 パ キ ス タ ン 23

イ ン ド ネ シ ア 91 イ ラ ン 12

韓 国 又 は 朝 鮮 87 そ の 他 3 2 か 国 102

ネ パ ー ル 82 合 計 2,357

（3）住民基本台帳事務取扱件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）	 （単位：件）

転入 転出 転居 世帯変更 出生 死亡 職権修正 戸籍附票処理 その他 計
3,108 3,322 2,600 534 698 1,461 2,859 8,427 129 23,138

3　印鑑登録
（1）印鑑登録者数（令和 3年 3月 31 日現在）

8万8,782人

（2）印鑑登録件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）
3,864件



−50−

4　証明書交付状況
（1）交付状況（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）

種　　別 通数(通) 手数料（円) 種　　別 通数(通) 手数料（円)

戸 籍
有 料 19,296 8,683,200

印鑑登録証明書
有 料 39,446 11,833,800

減免等 3,300 減免等 104

除籍・改製原戸籍
有 料 11,954 8,965,500

身 分 証 明 書
有 料 1,382 414,600

減免等 6,307 減免等 0

戸 籍 証 明
有 料 406 187,250 個人番号カード

再 発 行
有 料 144 115,200

減免等 34 減免等 381

住 民 票の写し
有 料 54,679 16,403,700 通 知 カ ー ド

再 発 行
有 料 92 46,000

減免等 3,349 減免等 13

戸 籍 の 附 票
有 料 2,734 820,200

臨 時 運行許可
有 料 1,117 837,750

減免等 3,325 減免等 0
住 民 票 記 載
事 項 証 明 書

有 料 853 255,900
そ の 他の証明

有 料 251 75,300
減免等 44 減免等 147

住 民 基 本
台 帳 閲 覧

有 料 130 39,000
合 計

有 料 132,484 48,677,400
減免等 334 減免等 17,338

（2）　証明書コンビニ交付サービス及びらくらく窓口証明書交付サービス（令和2年4月1日〜令和3年3月31日）

コンビニ交付 らくらく窓口

種　　別 通数(通) 手数料（円) 通数(通) 手数料（円)

住 民 票 の 写 し 1,854 556,200 120 36,000

印 鑑 登 録 証 明 書 1,288 386,400 182 54,600

合 計 3,142 942,600 302 90,600

※　コンビニ交付、らくらく窓口とも（1）の内数

5　旅券
旅券申請交付件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）	 （単位：件）

区 分 申 請 交 付

5 年 用 100 119

1 0 年 用 225 250

変 更 13 14

増 　 補 0 0

合 　 計 338 383

6　個人番号カード
個人番号カード交付件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）

区 分 平日開庁実施分 休日開庁実施分 計 交 付 総 数 交 付 率

日数（日） 52 （令和3年3月31日現在）

交付枚数（枚） 12,077 5,341 17,418 34,409 26.01％

※休日開庁には日曜開庁も含む。
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7　ご遺族手続き支援コーナー
（1）対応件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		（単位：件）

予 約 有 予 約 無 計
291 5 296

（2）手続内容別件数（令和 2年 4月 1日〜令和 3年 3月 31 日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

納 税 146 戸 籍 交 付 申 請 等 283

市 民 税 102 宮タク・公共交通補助券 49

資 産 税 200 恩 給・ 特 別 弔 慰 金 2

軽 自 動 車 60 後期高齢者医療保険 236

国 民 健 康 保 険 61 犬の所有者・市営墓地 17

年 金 案 内 159 身 体 障 害 者 手 帳 等 76

介 護 保 険 258 家庭ごみ案内（一人世帯） 20

子 ど も 医 療 等 3 空 き 家 案 内 17

市 営 住 宅 1 森 林 所 有 者 案 内 287

農 業 者 年 金 4 道 路 占 用・ 河 川 占 用 11

上 水 道 142 給 水装置所有者案内 44

下 水 道 1 そ の 他 16

計 2,195

第4節　選挙費
1　選挙管理委員会費
（1）選挙人名簿登録者数

区 分
登 録 者 数 （ 人 ）

男 女 合 計

	6 月定時登録（令和 2 年	 6 月 1 日現在） 53,983 55,856 109,839

	 9 月定時登録（令和 2 年	 9 月 1 日現在） 53,905 55,700 109,605

12 月定時登録（令和 2 年12 月 1 日現在） 53,974 55,692 109,666

	 3 月定時登録（令和 3 年	 3 月 1 日現在） 53,891 55,609 109,500

（2）検察審査会（沼津検察審査会）
検察審査員候補者予定者の選定（42人）

（3）裁判員制度（静岡地方裁判所沼津支部管轄区域）
裁判員候補者予定者の選定（204人）
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2　明るい選挙推進費
明るい選挙推進事業
（1）啓発事業
ア　明るい選挙啓発ポスターコンクールの開催　応募総数79点
イ　新有権者（18歳）に対するバースデイカードの作成（宛名書き）及び発送

（2）組織活動
富士宮市明るい選挙推進協議会による啓発活動

3　選挙費
（1）各種選挙の執行状況

区 分 執 行 年 月 日
投 票 開 票

有権者（人）投票者（人）投票率（％）有効投票（票）無効投票（票）

衆議院小選挙区選出議員
補欠選挙（静岡県第 4区） 令和2年	4月26日 109,757

（76）
30,753
（1）

28.02
（1.32） 30,346 407

※（	）内は在外選挙人名簿に登録された者の数及び投票率

（2）委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契約方法

衆議院小選挙区選
出 議 員 補 欠 選 挙
（ 静 岡 県 第 4 区 ）
ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 等 委 託 業 務

公営ポスター掲示場の
保守管理、撤去等
311か所

2,179,237 ( 公 社 ） 富 士 宮 市
シルバー人材センター 随 意 契 約

衆 議 院 小 選 挙 区
選 出 議 員 補 欠
選 挙 事 務 業 務

期日前投票所受付事務 2,078,634 ㈱ 東 海 道 シ グ マ
沼 津 支 店 随 意 契 約

第5節　統計調査費
1　統計調査総務費
統計調査員確保対策事業
富士宮市登録統計調査員の資質向上のために研修会を毎年実施していましたが、新型コロナウイルス感

染症の影響により、中止としました。

2　各種統計調査費
（1）国勢調査統計事業
統計法に基づき国勢調査を実施しました。

調 査 名 調査基準日 調 査 周 期 調 査 客 体 調査員数／
指導員数（人）

国 勢 調 査 10月1日 5年 51,297世帯 575／91
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委　託

名 称 概 要 金額（円） 委 託 先 契 約 方 法

令 和 2 年 国 勢 調 査 調
査 票 等 審 査 業 務 委 託

令和2年国勢調査
調査世帯一覧及
び調査票の審査

6,512,000 ㈱東海道シグマ
沼津支店 指名競争入札

（2）基幹統計調査事業
統計法に基づき基幹統計調査を実施しました。

調 査 名 調査基準日 調 査 周 期 調 査 客 体 調査員数／
指導員数（人）

学 校 基 本 調 査 5月1日 毎年 56校 −
静 岡 県 人 口 推 計 毎月1日 毎年 − −
静岡県年齢別人口推計 10月1日 毎年 − −
工 業 統 計 調 査 6月1日 毎年 564事業所 18／指導員なし

第6節　監査委員費
監査委員費
1　決算審査
地方自治法第233条及び地方公営企業法第30条の規定に基づき、各会計の決算審査を実施しました。

会 計 名 審査の
実施月 対 象 部 局 等 意見書の提出日

一 般・ 特 別
会 計

6月 市議会事務局、農業委員会事務局、消防本部、選挙管理委員会事
務局、教育部、水道部（水道業務課、水道工務課）

令和2年8月31日7月
総務部、企画部、財政部（財政課を除く。）、市民部、保健福祉
部、水道部（下水道課、生活排水処理センター）、危機管理局、
会計管理局

8月 財政部（財政課）、産業振興部、環境部、都市整備部
白糸財産区
特 別 会 計 7月 白糸出張所 令和2年8月31日

上井出財産区
特 別 会 計 7月 上井出出張所 令和2年8月31日

水 道 事 業
会 計 6月 水道部（水道業務課、水道工務課） 令和2年8月31日

病 院 事 業
会 計 6月 市立病院 令和2年8月31日

2　財政健全化判断比率等審査
地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、健全化判断比率及び資金不足比率の審査を実施し

ました。

会 計 名 審査の実施月 審 査 内 容 審 査 結 果
水 道 事 業 会 計 6月 資 金 不 足 比 率 資 金 不 足 な し
病 院 事 業 会 計 6月 資 金 不 足 比 率 資 金 不 足 な し
下 水 道 事 業 特 別 会 計 7月 資 金 不 足 比 率 資 金 不 足 な し
農業集落排水事業特別会計 7月 資 金 不 足 比 率 資 金 不 足 な し
一 般 会 計 8月 健 全 化 判 断 比 率 指 摘 事 項 な し
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3　例月出納検査
地方自治法第235条の2の規定に基づき、一般会計、特別会計（北山財産区、国民健康保険事業、上井出

区財産区、猪之頭区財産区、根原区財産区、介護保険事業、後期高齢者医療事業）、白糸財産区特別会
計、上井出財産区特別会計、水道事業会計、下水道事業会計及び病院事業会計の現金出納及び事業の経営
状況について検査し、結果に関する報告を議会及び市長に提出しました。

4　定期監査
地方自治法第199条の規定に基づき、定期監査を実施し、結果に関する報告を議会及び市長に提出し、

かつ、公表しました。

監査の実施月 対 象 部 局 等
9月 市議会事務局、選挙管理委員会事務局、農業委員会事務局、消防本部
10月 教育部
11月 総務部、企画部、財政部、市民部、危機管理局
12月 保健福祉部、会計管理局
1月 産業振興部、環境部、水道部、市立病院
2月 都市整備部

5　財政援助団体等監査
地方自治法第199条の規定に基づき、市が財政的援助を与えている団体等の監査を実施し、結果に関す

る報告を議会及び市長に提出し、かつ、公表しました。

監 査 の 対 象 所 管 部 署
富士宮市土地開発公社 財政部　資産活用課

6　貯蔵品棚卸し調査
水道部及び市立病院の貯蔵品の保管状況を調査しました。

7　備品の管理状況調査
庁舎等の施設の備品が適正に管理されているか、保管状況を調査しました。

8　市職員が経理を担当している外郭団体等の調査
負担金、補助金等の財政的援助を与えている団体の経理を市職員が担当しているものについて、出納事

務が適正かつ効率的に行われているかを調査しました。

9　原材料支給現場調査
道路や用水路等の整備のために、地元からの要望に対して支給した原材料の数量及び現場の施工状況を

調査しました。（原材料支給件数　127件　うち現場調査件数　13件）

10　工事現場調査
契約の内容に適合した工事が施工されているかを確認するため、下記工事現場を調査しました。

（1）令和2年度　白糸会館建設工事（建築工事）
（2）令和元・2年度（仮称）富士宮市富丘交流センター建設工事（建築工事）




